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京都市公共事業評価実施要綱

第１章 総則

（目的）

第１条 この要綱は，本市が実施する公共事業に関し，事業の必要性や効果等を客観的

に評価し，公表することにより，公共事業における効率性及び実施過程の透明性の一

層の向上を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，それぞれ当該各号に定め

るところによる。

⑴ 公共事業 道路，河川，公園，土地区画整理，住宅，上下水道，鉄道，環境衛生

その他の市民の生活と密接に関連する社会資本の整備に関する事業（維持管理に属

する事業及び実施期間が１年以下の事業を除く。）をいう。

⑵ 新規採択時評価 新たに事業費の予算要求をするに当たり，事業の妥当性及び事

業費に係る事業の優先度を判断するために行う評価をいう。

⑶ 再評価 この要綱に定める再評価対象事業について必要に応じて事業の見直し等

の検討を行う評価をいう。

⑷ 事後評価 この要綱に定める事後評価対象事業について，事業完了後の事業効果

等の確認を行い，今後の事後評価の必要性や改善措置を検討するとともに，事後評

価の結果を同種の事業の計画・調査のあり方や事業手法の見直し等に反映させるこ

とを目的として実施する評価をいう。

⑸ 事業採択 事業費の予算化をいう。

⑹ 未着工 用地買収手続及び工事のいずれにも着手していないことをいう。

⑺ 事業完了 別表により所管事業ごとに定義するものをいう。

⑻ 環境衛生施設整備事業 平成１１年３月９日付け生衛発第３５５号厚生省生活衛

生局水道環境部長通知で規定している環境衛生施設(水道施設(水道事業又は水道用
水供給事業の用に供するダム等水道水源開発のための施設及びこれらの施設と密接

な関連を有する施設を含む。)及び廃棄物処理施設をいう。)の整備に係る事業をい
う。 

⑼ 廃棄物処理施設整備事業 廃棄物の処理及び清掃に関する法律で規定している廃

棄物を処理する施設の整備に係る事業をいう。

（京都市公共事業評価委員会）

第３条 市長は，第１条に規定する目的を達成するために京都市公共事業評価委員会（以

下「委員会」という。）を設置し，意見を求める。

（委員会の公開）

第４条 委員会の会議は，公開とする。ただし，会議を公開することにより京都市情報

公開条例第７条に規定する非公開情報が公になると委員会が認める場合は，この限り

でない。

２ 市長は，前項ただし書の規定により会議を非公開にしようとするときは，その理由
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を明らかにしなければならない。

３ 第１項の会議とは，再評価又は事後評価対象事業についての事業説明，審議及び意

見書の取りまとめに係る会議とする。

４ 会議の公開は，傍聴を認めることにより行うとともに，公開した会議については会

議録を作成し，これを公表する。

（結果の公表）

第５条 市長は，第９条又は第１４条に定める対応方針の決定後速やかに，その内容を

公表しなければならない。

第２章 再評価

（再評価対象事業）

第６条 再評価は，本市が実施する公共事業のうち，次の各号に掲げる事業について，

実施する。

⑴ 事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業

⑵ 事業採択後１０年間（環境衛生施設整備事業については，５年間）を経過した時

点で継続中の事業

⑶ 再評価の実施後５年間（下水道事業については，１０年間）を経過した時点で継

続中の事業

⑷ 前３号に定めるもののほか，社会経済情勢等の急激な変化，技術革新等により再

評価を実施することが必要であると認められる事業

２ 前項第１号及び第２号の期間は，事業採択の日が属する年度の４月１日から起算す

るものとし，前項第３号の期間は，再評価の実施の日が属する翌年度の４月１日から

起算するものとする。

（再評価の実施時期）

第７条 再評価は，前条第１項各号に規定する期間の満了前に実施するものとする。

（再評価の方法）

第８条 市長その他の本市の行政機関は，再評価の実施に当たって，次の各号に掲げる

事項について検証を行わなければならない。

⑴ 事業に係る実施及び供用開始の目途

⑵ 地域状況の変化等，事業を取り巻く社会経済情勢等の変化による事業の実施の効

果

（再評価の対応方針の決定）

第９条 市長その他の本市の行政機関は，委員会の意見を尊重し，再評価対象事業につ

いて必要に応じ中止，休止を含む事業の見直し等の対応方針を決定しなければならな

い。

（フォローアップ）

第１０条 市長その他の本市の行政機関は，再評価を行った事業のうち，継続中の事業

について，進捗状況，社会経済情勢の変化その他必要と認める事項を委員会に報告し

なければならない。

第３章 事後評価
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（事後評価対象事業）

第１１条 事後評価の対象とする事業は，本市が実施する公共事業のうち，次の各号に

掲げる事業とする。

⑴ 新規採択時評価又は再評価を実施した事業の内，事業完了後５年以内（廃棄物処

理施設整備事業にあっては，事業完了後７年以内）の事業

⑵ 市長その他の本市の行政機関が必要があると判断した事業

（事後評価の実施時期）

第１２条 事後評価の実施時期は，次の各号に掲げるとおりとする。

⑴ 前条第１号に該当する事業にあっては，事後評価の対象となる年の年度末までに

実施する。

⑵ 前条第２号に該当する事業にあっては，市長その他の本市の行政機関が実施時期

を決めるものとする。

（事後評価の方法）

第１３条 市長その他の本市の行政機関は，事後評価の実施に当たって，次の各号に掲

げる事項について検証を行わなければならない。

⑴ 事業を巡る社会経済情勢等の変化

⑵ 事業実施に伴う事業効果等

（事後評価の対応方針の決定）

第１４条 市長その他の本市の行政機関は，委員会の意見を尊重し，事後評価対象事業

について，今後の事後評価の必要性，改善措置の必要性，事後評価対象事業と同種事

業の計画・調査のあり方や事業評価手法等の見直し等の対応方針を決定しなければな

らない。

第４章 その他

（その他）

第１５条 この要綱に定めるもののほか，再評価及び事後評価の実施並びに新規採択時

評価に関し必要な事項は別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は，平成１９年６月１日から施行する。

（関係規定の廃止）

２ 「京都市公共事業再評価実施要綱（平成１０年１２月１５日）」は廃止する。
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別表（第２条関係）

所管事業 事業完了の定義

都市公園等事業 原則として計画区域全体において，都市公園法第２条の２に基
づく供用開始の公告が行われた時点

土地区画整理事業 原則として換地処分が行われた時点

下水道事業 原則として全体計画に規定している施設整備が完了した時点

市街地再開発事業 すべての工事が完了し，精算が行われた時点

河川事業 原則として一連の整備効果を発現する区間の整備が完了した
時点

地すべり対策事業 地すべり防止区域における一連の地すべり対策事業が終了し
た時点

道路，街路事業 原則として事業採択を行った区間又は箇所が全線供用を開始
した時点

廃棄物処理施設整備
事業

原則として国庫補助事業が完了した時点

農地防災事業 原則として国庫補助事業が完了した時点

公営住宅整備事業等 原則として事業単位に含まれる住宅等の施設がすべて完成し
た時点

住宅地区改良事業等 原則として事業単位に含まれる住宅等の施設がすべて完成し
た時点

住宅宅地関連公共施
設等総合整備事業

原則として国庫補助事業が完了した時点

住宅市街地整備総合
支援事業

原則として国庫補助事業が完了した時点

密集住宅市街地整備
促進事業

原則として国庫補助事業が完了した時点

住宅市街地総合整備

事業

原則として国庫補助事業が完了した時点

水道事業 原則として事業採択を行った箇所又は区間がすべて供用を開

始した時点

簡易水道事業 原則として事業採択を行った箇所又は区間がすべて供用を開

始した時点

都市・幹線鉄道整備事

業

事業採択を行った箇所及び区間がすべて供用を開始した時点


